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  NBS の活動についての御知らせ 

◆ 2021 年度 第 2 四半期 (2021 年 7 月～9月) 活動報告 

◎「NBS 2021 年度 夏季特別講演会」 

開催日時    2021 年 7 月 6 日(火) 13:15～ 

開催場所    霞が関 商工会館 ６Ｇ会議室 

講師       中尾武彦 氏  (みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社理事長) 

演題       『戦後アジアの経済発展と日本経済』  

【ご講演要旨】 中尾武彦氏は財務省の要職を歴任された後、2013 年に「アジア開発銀行総裁」に就

任され、昨年初頭までの 7 年の長きに亘りアジア・太平洋地域の経済開発の最前線で、最高責任者と

してその手腕を振るわれてこられました。今回のご講演は『戦後アジアの経済発展と日本経済』という

テーマで、「アジア開発銀行」時代の生のご経験をベースとして、今後益々の発展が期待される「アジ

ア・太平洋地域」の将来の見通しと当該地区の経済発展に対し、日本が如何なる役割を果たし、ま

た、如何なる方向性で持って進んでいくべきなのかをお聞かせいただきました。 

◎ 「NBS 第 45 回 21 世紀中小企業勉強会」  

開催日時    2021 年 9 月 30 日(木) 13:00～ 

開催場所    霞が関 商工会館 ６Ｇ会議室 

講師       黒瀬直宏氏（NPO 法人アジア中小企業協力機構理事長、元嘉悦大学教授）

******************************************************************************** 

◆ 2021 年度 第 3 四半期 (2021 年 10 月～12 月) 活動予定 

◎「NBS 2021 年度 秋季講演会」 

開催日時    2021 年 10 月 20 日(水) 15:00～ 

開催場所    霞が関 商工会館 ６Ｇ会議室 

講師：橋本久義 氏 (政策研究大学院大学 名誉教授) 

演題：『コロナ後の日本経済 ～日本中小企業の生きる道～』   

【講師のご紹介】 

・通産省時代から「現場に近いところで行政を・学問を！」をモットーに、第一次円高以来 34 年間

で 4,018 箇所以上の工場を訪問されるなど、全国の中小企業の現場を訪れて、技術者・経営者

の意見を直接聞いてこられました。行政・学界には珍しい現場主義者で有り、政策研究院では、発

展途上国の産業発展、中小企業の活性化をメインテーマに研究に取り組んでおられます。 

◎ 「NBS 第 46 回 21 世紀中小企業勉強会」  

開催日時    2021 年 12 月 7 日(火) 15:00～ 

講師 : 井出亜夫氏   

演題 : 「日中交流の歴史・現状と今後の日中関係の展望」 

＊詳細はメール配信等で別途お知らせいたします。 
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≪伝言板 コーナー≫ 

NBS からの “お知らせ” を掲載するとともに、会員の皆様 

 からご提供いただいた“情報”を掲示いたします。 

  “知らせたい情報”・“お役に立つ情報”などなど、 

 会員の皆様のからの「情報提供」をお待ちしています。 

                     〔連絡先 : NBS 事務局 橋本 宛〕 

 

■今回の「ＢＳ通信第 61 号」では、NBS 会員の植嶋様の「連載コラム」に続き、7月 6日に開

催いたしました「夏季特別講演会」に関する資料を掲載しました。 

 次回以降に付きましても、誌面の充実に向けて、会員の皆様の一層のご協力をお願い申し上

げます。 

 

 

 

 

 

“NBS からの お報せ” 

■ＮＢＳでは新規の会員の方を、随時、募集しています。 

会員の皆様には、お知り合いの方で NBS の活動にご興味をお持ちの方がおられましたら、是

非、ご紹介をお願いいたします。  

・お問い合わせ、ご質問等 は 事務局 担当 : 橋本 まで、ご連絡ください。 

☎ 090-9304-3108  

E-mail 〈hashimoto.13530.shizu.sakura@catv296.ne.jp〉 
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【連載コラム】   

事業承継は組織変革の機会～経営者の「暗黙知」を継承するには～ 

青山学院大学経済学部非常勤講師 

鎌倉マネジメント・ラボ 

所長 植嶋平治 

 

中小企業の事業承継といえば後継者の有無、育成に焦点が集まりがちであるが、承継する組織に

ついての議論はあまりみられない。本稿では経営者の暗黙知を継承する仕組みとして、「事業部」「持

株会社」や「財団」に加え、「協同組合」の可能性にも紹介する。 

 

カリスマ経営者から、いかに事業を継承してゆくか？創業者の強烈な個性と独特の感性に頼る組織

もいずれ、世代交代が訪れる。私は金融機関勤務時代、そして金融系コンサルティング会社に勤務す

る間、一貫して携わっていたのが、創業経営者からの事業承継に関する課題である。そして後継者に

いつも大きく立ちはだかるのが先代の暗黙知の継承である。 

 

■暗黙知の修得 

まず後継者が自分のものにしなければならないのは、先代の暗黙知である。その著名な手法である

「SECI モデル」（「知的創造企業」野中・竹内（1996 年））では、先代の暗黙知の体験を後継者が先代

と共有、その暗黙知を先代との「対話」で形式知にして、形式知を組み合わせてひとつの知識体系を作

り出す。そしてその形式知を後継者の実践と学習で、後継者とその組織の暗黙知に戻す。結局は先代

の暗黙知は後継者の暗黙知として消化されなければ引き継ぎが完了しない。 

野中氏は対談で次のように述べている、「重要なのは人間の持つ潜在能力は、『暗黙知』の中にあ

る。（注略）そうした『暗黙知』が、徹底的な『対話』を通じて、コンセプトや仮説、モデルなどの形を取り、

それが明示的な『形式知』となって、最後実践されていきます。」 

（https://coach.co.jp/interview/20200121.html） 

「知識の創造はコミュニケーションから始まる」 

（野中郁次郎 一橋大学名誉教授 x 鈴木義幸 コーチ・エィ代表取締役社長 対談） 

 

ポイントは、暗黙知を「対話」で形式知に、そしてその形式知を「実践」で個人や属する組織の暗黙知

に戻す点だ。 

 

□ステップ 1：社内ポストで「対話」（暗黙知⇒形式知） 

まず、先代の暗黙知を後継者の形式知にするプロセスである。後継者を社長室や経営企画室といっ

た先代社長直属の部署で経営者としての OJT（オンザジョブトレーニング：見習い修得）を行う。社全

体を把握できる位置にあり、また対外的にも後継として認知され易い。ここでは先代と時間をともにす

ることにより、多くの「対話」が生まれ、先代の暗黙知が後継者の形式知として理解される。この「場」の

ポイントは、後継者はジブンゴトとして取り組むが、あくまで先代の見習いの機会である点だ。 
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□ステップ２：独立した組織で「実践」（形式知⇒暗黙知） 

次に後継者の形式知となった先代の暗黙知を後継者の暗黙知に戻すプロセスである。この先代か

ら獲得した形式知化された暗黙知を、今度は独立した事業部又は子会社を率いる立場として、実際の

経営で実践することにより、後継者なりの先代とは一味違う暗黙知として消化され、引き継がれること

になる。この「場」のポイントは、後継者の行動が自己責任で完結できる独立した組織である点だ。 

 

□暗黙知の事例 

因みにカリスマ経営者の暗黙知は以下のような「読む」という言葉で表される。 

① 事業やその環境の流れを読む 

② 取引先や競合先の趨勢を読む 

③ 人の潜在能力を読む 

④ 顧客ニーズやそのトレンドを読む 

⑤ 自社（事業：製品・サービス）の転換点（潮目）を読む 

 

■独立した後継組織のパターン 

□内部登用 

社長室や経営企画室を経て、事業部の部長など部門のトップに登用する。多くの企業で採用されて

いる手法で、責任が明確で機動力ある組織である。修得した形式知を即、社内の現場で実践し、自分

の暗黙知に消化してゆく。 

 

□持株会社 

従業員のモチベーションを高めるため、事業ごとに分社化して、社長には従業員からも登用する。そ

れらに出資する持株会社を創業家一族が所有、経営する。後継者はこの子会社の社長を経験し、それ

を経て持株会社でグループ全体の経営戦略を経験、指揮する。 

後継者は修得した形式知を子会社で実践し、自分なりの暗黙知に落とし込む。その後、持株会社の

経営陣に入り、グループを統括することになる。 

持株会社方式は意思命令系統が明確で、創業家を頂点とするピラミッド型組織を強化し、効率性と

経営判断の迅速性に長けた組織である。 

 

□財団法人 

2008 年 12 月施行の新公益法人制度により、比較的容易に設立が可能となった仕組みである。こ

の財団の基本財産として、創業家の株式が投入されることにより、財団が企業の株主となる。財団では

創業者や創業家の暗黙知を研究、蓄積、教育してゆく機能を持たせるため、学識経験者、コンサルタン

ト、他企業経営者そして創業家ファミリーから評議員、理事に就任し、財団を運営する。そしてこの財

団が株主として、企業経営について後継者へのモニタリングや諮問などを担う。 

後継者は財団のモニタリングの下、形式知を実践し、経営理念に沿ったものか財団の検証を受けな

がら、自分の暗黙知に落とし込む。 
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 例えば「せきがはら人間村財団」（2009 年 6 月設立）は、社会の役に立ち、社会の規範となる事業

を実施するとの精神に基づき、以下の機能から設計されている。 

① 「経営諮問活動」グループ 3 社の理念経営の遂行及び継承に対しての提言 

② 「環境整備活動」自然、歴史、文化が調和した生活空間・人生空間＝人間村の環境整備における

総合デザイン 

③ 「社会貢献活動」企業市民としての役割を認識し、豊かな地域社会づくりを目指した活動の企画

推進 

④ 「広報活動」社会との信頼関係構築を目的とした、人間村カンパニーの理念経営や企業文化、風

土の発信 

（せきがはら人間村財団 HP https://www.sekigahara.co.jp/group/foundation.html） 

 

□協同組合 

分社化された企業が持株会社や財団という出資（お金）で繋がる組織でなく、分社化された企業が

共同事業で繋がる協同組合の仕組みである。分社化された企業の代表者が協同組合の経営に携わる

理事となり、創業家の後継者につても協同組合の組合員の一員であるが、理事長に就任する。この職

は他の理事が共同事業を円滑に行えるように環境を整えるなどお世話役（サーバントリーダ）的な地位

である。 

また各理事がお互い得意な分野で能力を提供、補完し合うシェアド・リーダーシップを発揮する共同

体組織である。形式知の実践においても理事長である後継者と理事が形式知を共有し、共有した形

式知をそれぞれの暗黙知に落とし込み、協同組合全体の暗黙知にまで浸透させる。 

協同組合による事業承継のメリットを整理すると、① 創業時のカリスマ経営者の後に登場すること

の多い、チーム経営（職員の特性に応じ役割を分担）に相性のいい方式。組合員それぞれがその時々

にリーダシップを自主的に発揮できる。② 共同事業は購買や金融にとどまらず、人事面についても共

同採用など協同組合の機能を発揮。さらに、人員の融通の必要性の高い女性の多い職場に、協同組

合の相互扶助の仕組みを生かし、産休など人員の不足部分を組合員間で融通できる。女性のライフス

テージに応じ組合員の人材融通を組合が仲介できる。 

なお、他の組織との比較は（図表１）を参照されたい。 

 

＜参考 協同組合とは＞ 

協同組合は、相互扶助の精神を基本にした営利を目的としない組織である。近代協同組合の淵源

は 1844 年英国ランカシャーに設立された現在の生活協同組合にあたるロッチデール先駆者協同組

合といわれている。日本には岩倉具視使節団に欧州留学のため随行した平田東助がドイツで協同組

合思想を学び、帰国後産業組合法（1900 年）を制定したことに始まる。このような歴史的背景からわ

が国の協同組合には国際協同組合連盟（ICA）が掲げる「剰余金処分の制限」「加入脱退の自由」「一

人一票」など協同組合原則が継承され、ここでいう協同組合は中小企業等協同組合法でいう事業協

同組合である。 

中間組織で相互扶助を基本とする協同組合は、まさにコロナ禍で閉塞状態にある現在の社会にそ

の存在価値が見直される。またさらに、社会が共通の財産を有効に分かち合うことによって、困難を集

https://www.sekigahara.co.jp/group/foundation.html
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団で乗り越えようとする斎藤氏が注目する「コモン」（「人新世の『資本論』」（斎藤幸平）2020 年 9 月）

の考えにつながっている。 

 

■中小企業のスリーサークルモデルからの考察 

ここで後継組織のパターンを理解しやすくするため、中小企業のスリーサークルモデル（図表２）から

アプローチしよう。企業の発生は「経営」「所有」「ファミリーのサークルがほぼ同一で重なっている。つ

まり家族でお金を出し合って事業を始めた段階は、ファミリー＝経営＝所有と、家族がお互いに持てる

能力、資財を分かち合っていた。 

企業活動が拡大するに従い、お金を出し所有する人、経営する人、創業した一族の重なりが希薄に

なり（サークルの重なりが少なくなり）、場合によって三つのサークルすべてが独立して重ならない場合

もある。この所有と経営の分離は、A.バーリと G.ミーンズ（「現代株式会社と私有財産」）が説くように

企業規模が拡大するにともない進展する。所有者は経営への参加が目的ではなく，配当や株価の値

上がりを目的とするようになる。また一方で経営も複雑化することから、経営に長けた人材に経営を委

ね、所有者は経営面から後退し、所有と経営の分離はますます進むことになる。（図表 3） 

 事業承継の組織は、その企業がどの段階にあるかによって異なってくる。先ず三つのサ－サークルが

重なっている場合は、社内ポストでの事業承継。次に「経営」と「所有」が分離する場合、「ファミリー」が

財団や持株会社に入れ替わるケース（図表３）、また事業別に子会社化しそれを持株会社または財団

が保有するケース（図表 4）。協同組合については、この場合も事業別に分社するが、資本関係で繋が

るのではなく、事業（経営）の共同化で繋がる（図表５）。 

 

持株会社の場合、後継者は傘下の経営者として持株会社からの管理下に、財団の場合も同様であ

るが、後継者は財団からのサポート、モニタリングを受けながら経営を行う。最後に協同組合の場合、

分社化された企業が、共同購入や金融などスケールメリットと人的資源の共有化を行う。後継者は協

同組合の理事長として、組合員のいわばサーバントリーダーとして機能するが、その時々の状況に応

じふさわしいものが理事長に就任することも可能である。 

 

■まとめ 

私は金融系コンサルティング会社時代に、後継者育成だけでなく、企業理念の継承のための組織の

設計なども手掛け、その第一号が岐阜関ケ原の「せきがはら人間村財団」であった。まさに企業経営者

の経営スタイルに応じた後継体制に創業者の「創業の志」が反映された日本的ガバナンスの仕組みを

実現した。 

それから 10 年、予期せぬコロナ禍の下、企業経営には大きな変貌が迫られている。先にも触れた

斎藤幸平氏の注目する「コモン」の概念は「市民が民主的・水平的に共同管理に参加することを重視」

するとしている。コロナ禍で分かったことは、我々すべてが繋がって生きており、「私だけが」といったエ

ゴイスティックな考えは排除されなければならない。そこで人・モノ・金といった限られた経営資源を共

同管理し、地域社会とのつながる協同組合も選択肢の一つの組織ではないか？  
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後継組織を、内部登用、持株会社、財団、協同組合のどれを選択するかは、現経営者の経営観次第で

ある。それぞれのパターンにそれぞれの良さがあり、それを生かすのは経営者自身だ。自分の経営観

に最もフィットするもの、つまり経営者の「暗黙知」に訊いてみよう。 

 

 

巻末資料 
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【講演会記録】  

NBS では、本年 7 月に「みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社理事長 (前 アジア開発銀行総裁)」 の

中尾武彦氏をお迎えし、下記の内容で「夏季特別講演会」を開催いたしました。 

つきましては、今回の BS 通信には講演会会場で参加者にお配りした「講演資料」と、中尾氏がアジア銀行総

裁(略称:ADB)時代に記された「アジア開発史」のまえがきを掲載いたします。 

「アジア開発史」はアジア銀行創立 50 周年を記念し、中尾氏が ADB 総裁最後の年に ADB の活動の総括

として纏められたもので、50 年に亘る ADB の活動記録は、そのままアジア地区の経済発展の歴史を示すもの

です。 

今回、講演会でお話しいただいた内容は、何分にも多岐の項目に亘っていますので、一聴講者の下手な聴講

ノートをお読みいただくよりも、まず講演者が記された「アジア開発史」のまえがきをお読みいただき、講師の視

点をお知りいただいた上で、当日の配布資料のデータ等に当たっていただいた方が講演の主旨をご理解いた

だけるかと思い、そうした構成とさせていただきました。 

尚、「講演会配布資料」と「アジア開発史(まえがき)」以外の記載内容は、すべて編集者の責に帰すものです。 

                     (文責 : NBS 事務局長 橋本 弘毅) 

--------------------------------------------------------------------------------- 

「NBS 2021 年度 夏季特別講演会」 

開催日時    2021 年 7 月 6 日(火) 13:15～ 

開催場所    霞が関 商工会館 ６Ｇ会議室 

講師       中尾武彦 氏  (みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社理事長) 

演題       『戦後アジアの経済発展と日本経済』  

【ご講演要旨】 中尾武彦氏は財務省の要職を歴任された後、2013 年に「アジア開発銀行総裁」に

就任され、昨年初頭までの 7 年の長きに亘りアジア・太平洋地域の経済開発の最前線で、最高責任

者としてその手腕を振るわれてこられました。今回のご講演は『戦後アジアの経済発展と日本経済』

というテーマで、「アジア開発銀行」時代の生のご経験をベースとして、今後益々の発展が期待され

る「アジア・太平洋地域」の将来の見通しと当該地区の経済発展に対し、日本が如何なる役割を果た

し、また、如何なる方向性で持って進んでいくべきなのかをお聞かせいただきました。 

 

************************************************************************************ 

 

アジア開発史－政策・市場・技術発展の 50 年を振り返る－ 
アジア開発銀行 著 

まえがき 

 

 1966 年にアジア開発銀行（ADB）が創設されたとき，アジア・太平洋地域は非常に貧しかった．当時

は，人口が多く，しかも増加しつつある地域の人々に，いかに食糧を行きわたらせるかが最大の課題

であった．半世紀後，アジアは世界のダイナミックな発展の中心的な位置にある． 

 50 年前，アジアの産業化と開発一般についての見方は悲観的であった．日本は 19 世紀後半に近

代化を始めており，当時は戦後の高度成長のただ中にあったが，アジアの中ではおおむね例外だと考

えられていた．中国は，文化大革命の混迷に入っていくところであった．インドは，社会主義的な考え方

と中央計画経済，輸入代替政策によって，成長を阻まれていた．のちに新興工業経済地域（NIEs）と

呼ばれることになる，香港（Hong Kong, China），韓国，シンガポール，台湾（Taipei,China）は成

長を始めていたが，その未来はまだ不確かなものであった．ASEAN は 1967 年に，当初の 5 か国

のメンバーによって地域の平和を促進するために創設された．しかし，経済改革と「雁行的発展モデ

ル」による力強い成長は始まっていなかった．中央アジア諸国はソ連の一部であった．地域の多くの国

が，紛争や政治の不安定性に苦しめられていた． 
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 過去 50 年の地域のパフォーマンスは，経済成長，産業構造の転換，貧困削減，保健や教育の改善

など，いずれの指標で見ても予想をはるかに上回るものだ．アジアの開発途上国（ADB の加盟国であ

るアジア・太平洋地域の 46 か国・地域，ADB からの借入卒業国である NIEs を含む）の 1960 年の

1 人当たりの GDP（2010 年価格）は，平均で 330 ドルであったが，2018 年にはそれが 4903 ドル

と 15 倍になった．その間に世界全体の 1 人当たりの GDP の増加は 3 倍にとどまったので，アジア

途上国の世界の GDP に占めるシェアは 4％から 24％にまで拡大した．地域の先進国である日本，

オーストラリア，ニュージーランドを含めると，世界の GDP に占めるシェアは 13％から 34％に拡大し

ている． 

 何がこのような戦後のアジアの経済的成功の理由であったのか． 

 第 1 章で論じているように，この本の立場は，アジアに，他の地域とは異なるような特別な発展モデ

ル，つまり「アジア・コンセンサス」のようなものがあったわけではない，ということである．アジア各国が

行ってきた政策は，いずれも標準的な経済理論で説明できるし，いわゆる「ワシントン・コンセンサス」

が処方する政策ともあまり変わりはない．違いがあるとすれば，アジア各国はこれらの政策を実施する

にあたり，実践的なアプローチを用いたということであろう． 

 すなわち，各国は，輸入の自由化，外国からの直接投資への国内の開放，金融セクターの規制緩和，

資本移動の自由化などの政策を，より「漸進的」でかつ「段階を踏む形」で行ってきた．たとえば，資本

流入の自由化は，まずは国内の金融セクターが十分に発展してから行うべきということだ． 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

 過去の半世紀にわたり，多くのアジアの国では人口が増加し，その過程で生産年齢人口の比率が上

昇することによる「人口の配当」を受け取ることができた．この期間には，先進国が開放的な貿易・投資

を進めてきたという意味で，アジアは良好な対外環境に置かれてきたということも言える．また，アジア

各国は，技術進歩やグローバリゼーションからも大きな恩恵を受けてきた．特に近年においてそうであ

った．さらに，いわゆる先進国への「収斂」のプロセスによって，低所得からより早い成長をする機会が

与えられた． 

  しかしながら，有利な人口動態や対外環境があれば経済成長が自動的に進展するわけではない．

この本では，アジアの戦後の経済的成功は，基本的に，効果的な政策と強い制度（政府の組織，経済

体制，法的枠組みなど）によってもたらされたという立場をとっている．成功は，政策を選択するにあた

っての政府のプラグマティズム，自国や他国の成功や失敗の経験から学ぶ能力，改革を導入する際の

決断力にも助けられた．多くの国で，明確な国の将来像を先見力のあるリーダーが提唱し，それを社

会の多くの階層が共有し，有能な官僚層が支えたことも大きかった． 

 国ごとに政策の組み合わせやタイミングなどに違いはあったし，ときには政策が後退したり逆戻りした

こともあったが，成功したアジアの国々は，持続的な成長に必要な政策をとってきた．この 50 年の間

に，各国は，①開放的な貿易投資政策を採用し，②農業の近代化と産業構造の転換を促進し，③教育

や保健に投資をし，④高いレベルの国内貯蓄を動員して生産的な投資を行い，⑤電気，運輸などのイ

ンフラを整備し，⑥健全なマクロ経済政策を追求し，⑥貧困削減と格差是正のための政策を実施して

きた． 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

 私は，長い間，アジアの経済的な成功についての見方が単純すぎる面があるのではないかと感じて

きた．多くの学者，特にアジア域外の学者達の議論のなかには，国による介入とガイダンスの役割を強

調しすぎる傾向がみられる．しかし，アジアの成功は，本質的には，市場と民間セクターを成長のエンジ

ンとすることでもたらされてきたものだ．実際，各国の経済は，国による介入から市場志向に政策を転

じてからより高い成長を始めている．もちろん，政府も必要な分野で，市場を支えるような積極的な役

割を果たしてきた． 

 市場志向の政策は，多くのアジア諸国の商業や技術の長い伝統にも根差している．たとえば，日本の

明治時代（1868 年－1912 年）には，政府が欧米をモデルに近代的な制度を導入し，産業の分野でも
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パイロット事業を行ったが，多くの鉄道は日本国内の民間セクターによって建設されている．電気もず

っと民間会社が供給してきた．中国やインドにおいても，20 世紀の初頭には，繊維，紙，薬品，鉄鋼，

造船などの分野で，民族資本が主導する産業が盛んだった． 

 多くのアジアの国が，工業化を促進するために，特定の産業をターゲットに置く「産業政策」をとって

きた．そのためには，関税，補助金，信用供与の優遇，税制上のインセンティブが用いられた．それらの

政策のなかには，成功したものもあれば，失敗したものもある．時間を経るにしたがい，アジア各国の

産業政策は，より介入の色彩の弱い，研究開発支援のような政策に移行していった．産業政策は，もし

も適切に使われなければ，企業がいわゆる「レントシーキング」によって政策を自分の都合のよいもの

に変えさせるなど，不公平な競争や非効率を招くことになる．しかし，今日では多くの論者が，もしも適

切に使われれば，特に開発の早い段階で，産業政策は有効な役割を果たすということに同意してい

る．実際，現在の先進国である，フランス，ドイツ，米国でも産業政策は役割を果たしてきた．産業政策

は，それが競争を促進する面を持っているときに，また，より透明性のある形で，明確なターゲットと実

施期限を定めて行われるときに，成功する可能性が高くなる． 

 アジアの「輸出志向」の貿易政策も，しばしば過度に強調され，また誤解を生んできたと考えている．

日本や NIEs は早い時期から輸出志向の政策を採用している．しかし，このような政策は，むしろ「対

外志向」の政策と呼ばれるべきである．というのは，輸出の促進は，より多くの資源（石油や鉄鉱石な

ど）や資本財や技術の輸入を行うために，必要な外貨を獲得するという目的があったからだ．実際，日

本は，1960 年代半ばまでは，継続的に国際収支上の経常赤字をかかえており，ときにそれを抑制す

るためにマクロ経済政策を引き締めなければならなかった．多くのアジアの国が NIEs に続き，「輸入

代替」政策から転換していった．自国の産業育成のために輸入品を国産品で代替する輸入代替の戦

略は，第二次世界大戦後，世界の多く途上国が採用していた．社会主義の影響もあったし，植民地支

配から独立を遂げた国々は自力発展を望んでいた．しかし，この戦略の下でとられた保護貿易，競争

の欠如，過大評価された自国通貨の為替水準は，深刻な非効率を生み，特にラテンアメリカでそうであ

ったように，ときに国際収支危機にすらつながった． 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

 私は，ADB の加盟国の経験に基づいてアジアの戦後の成功の理由を振り返るのは，ADB にとって

大事な仕事だと考えた．2015 年に ADB 自体の 50 年史「アジアはいかに発展したか－アジア開発

銀行がともに歩んだ 50 年」を編纂し始めたときから，既にアジア各国の開発の歴史をセットにして書

くという構想はあった． 

 実際に本書「アジア開発史」を書き始めたのは，2017 年に ADB の 50 年史が刊行されてからであ

り，完成までにおよそ 3 年を要したことになる．本書は，50 年にわたるアジアの多様な面からなる開発

と変遷を 14 のテーマから論じている．強調されているのは，政策，市場，技術発展だ．アジア・太平洋

地域にある ADB の 46 の開発途上加盟国・地域の経験を対象としているが，必要に応じて，ADB の

域内の先進加盟国であるオーストラリア，日本，ニュージーランドの経験も加えている．第 1 章は，それ

に続く 14 章の要約の役割を果たしている． 

 よく知られた，世界銀行による 1993 年の「東アジアの奇跡」など，アジアの経済発展に関する他の

多くの書物に比べてみたとき，本書にはいくつかの特徴がある． 

 第 1 に，「東アジアの奇跡」が対象とした NIEs やいくつかの東南アジアの国（インドネシア，マレーシ

ア，タイ）を超えてアジアの途上国全体を取り扱っており，また，時間的にも，アジアの急速な変遷を戦

争直後から現代にいたるまでカバーしている．したがって，中国，インド，カンボジア，ラオス，ベトナム，

中央アジア諸国における中央計画経済から市場志向改革への転換とその後の力強い成長が取り上げ

られている．バングラデシュ，フィリピンなどアジアの多くの国が成長を加速したのも 2000 年代になっ

てからだ．2008 年から 2009 年の世界金融危機の後も，NIEs を除いたアジアの途上国は平均で

年率 6％程度の成長を維持しており，これは経済の規模が 12 年間で 2 倍になるスピードだ． 

 第 2 に，本書は，アジアや世界における新しい問題やトレンドに目を向けている．すなわち，気候変
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動，海洋汚染，人口高齢化などを取り扱っている．同時に，1997 年から 1998 年のアジア通貨危機

や世界金融危機の後の政策対応にも触れている．また，グローバル・バリュー・チェーン，人工知能など

の新技術の影響，新しいサービスの重要性と多様性なども分析している． 

 第 3 に，アジア，北米，欧州の広範な加盟国を出身とする多くのスタッフが本書の編纂に加わったこ

とにより，本書は各国の経験への深い理解とバランスのとれた見方に支えられたものとなった．さらに，

ADB で貸し付けなどの実務に関わっている多くのスタッフが，保健，教育，ジェンダー，農業，エネル

ギー，運輸，水，環境と気候変動，地域協力・統合などを扱う章の記述に貢献した． 

 本書を書くにあたっては，各章の記述をできるだけ読みやすく，興味深いものにすることを心掛け，

技術的にすぎる議論は避けて，多様なエピソード，データ，各国の事例を盛り込んだ．一方，本書は，ア

ジアの政策に影響を与えた，経済発展に関する理論の変遷も論じている． 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

 多くの人が 21 世紀は「アジアの世紀」だと言っている．私自身，アジアの成功と経済的な存在感の拡

大には大いに力づけられているが，一方で，「アジアの世紀」の考え方にはいくつかの慎重な見方をし

ている．まず，アジアは世界の人口の半分以上を占めるのだから，2050 年までに世界の GDP の半

分を超えることになっても，それほど驚くようなことではない．何より，アジアの途上国にはまだまだ多く

の課題が残されている．根強く残る貧困，拡大する所得格差，大きなジェンダーのギャップ，環境の悪

化，気候変動（特に太平洋諸国に深刻な影響を与えている）などがそうだ．医療や教育，電気，安全な

飲料水などの普及もまだ不十分だ．自己満足の余地はない． 

  過去 50 年にわたり，アジアは，いくつかの国における戦争や紛争の期間を除けば，おおむね平和

を保ってきた．平和と安定がアジアの経済的成功の基礎をなした．各国は，アジアの域内・域外におけ

る友好を促進し，協力関係を高めていくことに引き続き最大の努力をしなければならない． 

 アジアの経験とイノベーションは目覚ましい．しかし，欧米が過去 5 世紀にわたって発揮してきたのと

同様の影響力を持つようになるには，まだしばらくの時間が必要だろう．アジアは，その制度をさらに強

化し，世界の科学や技術の発展にさらに貢献し，国際的な課題に取り組むうえでの責任をさらに果た

し，自分たちの考え方をさらにしっかりと伝えていく，という努力を今後も続けていかなければならな

い．私は，アジアが世界でより大きな役割を果たすことが，より公平で，よりまとまりがある，より繁栄す

る国際社会を築くことにつながることを期待している． 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

 最後に，本書の編纂にあたった ADB のチームのメンバー，それを率いた幹部たち，事務局スタッフ，

各局のスタッフ，支援をしてくれた外部のコンサルタントの大きな貢献とハードワークに心から感謝した

い． 

 澤田康幸チーフエコノミスト兼経済調査・地域協力局長，同局のシニア経済アドバイザーのジュゾン・

ジャンは本書編纂チームをリードし，自ら多くの章の執筆を行った．総裁直属のシニア・アドバイザーで

あるニニー・コーは，本書の内容を精査し，編纂プロセスの調整を行った．レア・スムロンは，図表や資

料の整理などに携わった事務局を率いた．この 4 人とそのほか過去 3 年の間に本書の編纂に携わっ

た人々のたゆまぬ献身によってこそ，本書の出版が可能になった． 

 本書が，過去の 50 年にわたるアジアの開発の歴史を包括的に振り返るという当初の目的を果たし，

そのような歴史についての読者のよりよい理解に貢献し，そして，アジアおよび世界の残された開発上

の課題に取り組むことにも資するような，活発な議論を促すことを期待したい． 

 

2020 年 1 月 

 アジア開発銀行総裁・理事会議長 

中尾 武彦 
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《「NBS 夏季特別講演会」 当日配布資料》 
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--------------------------------------------------------------------------------- 

以上、「夏季特別講演会」に関係する資料として、掲載いたしました。 
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【編集後記】 

▶ 菅内閣の置き土産とでも言うべきか、2021 年 9 月 1 日にデジタル庁が発足し、10 月 10 日・

11 日には「2021 年デジタルの日」というイベントが開催されるとのことです。昨年の 1 月から始ま

った「コロナウイルス騒動」は、私たちの生活に様々な影響を与え、又、種々の社会的課題が明らか

になって来ましたが、その一つとして、政府を始めとした日本社会の「時代遅れの情報管理体制」が

挙げられるでしょう。 

▶ ところで、愚生の社会人人生は 50 年近い前に始まりましたが、学生時代には、自分の考えを文

書に表す場合は「ガリ版」が作成手段で有り、所属するサークルが関係する全国大会で配られる資

料も、当然のことに「ガリ擦り」の印刷物でした。そして、社会人一年目で顧客に提出した「見積書」

はジアゾ式という青焼き複写であり、それが「ワープロ」に代わり、ウインドウズの出現で「パソコン」

へと変遷しました。こうした時代の移り変わりに何とか対応する為、機器の説明書を斜め読みしなが

ら、見様見真似の素人対応で「最新?機器」に立ち向かい、そして、今日の如く、拙い編集作業に従

事しています。 

▶ 個人史を振り返っても世の中の変遷には驚きますが、サイズを「日本社会」に置き換えれば、それ

には想像以上のものが有ります。 

例えば人口の推移を見た場合、日本の「社会」の始まりは約 1 万 3 千年前の縄文時代でしょう

が、8,100 年ほど前に始まる縄文早期では全国の推定人口が 2 万人、最盛期の縄文中期で 26

万人、それから一度人口減少期に入り縄文晩期には 8 万人程に減少し、次の弥生時代へと移って

いきます。私的な勉強会で、「これでは不動産業は成り立ちませんね。」と軽口を叩いたら、その業界

の関係者に睨まれました。 

弥生時代は全盛期での人口が 59 万人、大和朝廷最盛期の大宝律令発布時で 610 万人、一度

平安中期に 500 万人程度にまで減少し、鎌倉時代は 600 万人弱で推移します。日本史に名高い

「元寇」の時、当時の元の版図の人口は 1 億 1 千万人と推定されていますが、弘安の役で攻め寄せ

た元軍は 14 万と記されており、人口 600 万人の日本社会に取って、それを現在の人口に合わせ

て考えれば「300 万人の大軍」が攻めてきた程の衝撃だったのでしょうか。 

その後は、室町時代の 1,000 万人程度から人口上昇期に移り、明治維新で 3,300 万人、そし

て明治・大正・昭和を通じての急上昇期を経て 1 億 2,800 万人余のピークを迎え、現在は人口減

少期の入口から 10 年ほどを経過しました。 

▶ 最近のテレビの時代劇も、制作には「時代考証家」が立ち合い、さすがに西部劇にコンビニが現れ

る類の〝驚かされる〟場面は減りましたが、斯くの如く、常に時代は変遷しています。 

何事に対処するにしても、原動力としての「Hot heart」は必要ですが、併せて、時代の変遷を認

識する「Cool brain」を伴わせることが必要で、それがなければ、情報伝達を Fax に頼り、手書き

で書類を作成する類の、独りよがりの「懸命な努力」となり、実情に沿わない汗のかき方で却って事

態を悪化させてしまいます。 

大きくは外交問題にしても、国を愛する気持ちは大前提ですが、併せて、冷静に時代の変遷を見

つめることが必要で、日本を始め世界の至る所で、帝国主義華やかなりし時代の「軍事思想」をその

まま現代の政治に持ち込む類の風潮が現れていると思うのは、愚生の「杞憂」でしょうか。 

                                (片断知崇徒) 

 


